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令和６年度女性デジタル人材育成事業業務委託 

業務説明資料 
 

１ 件名 

令和６年度女性デジタル人材育成事業委託業務 

 
２ 履行期限 

契約締結日から令和７年３月 31 日(月)まで 

 
３ 履行場所 

  本市が指定する場所 

 

４ 事業目的 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、特に女性にとって、雇用・就業・

賃金面に多大な影響を及ぼしてきた。こうした中、企業では昨今のＤＸの流れ

により、デジタル人材への需要が高まっている状況である。さらに、デジタル

分野における就労は、サービス業等の分野と比べると、平均賃金が高い傾向に

あり、経験年数が長くなるにつれて収入が上がると見込まれていることに加

え、テレワークなど柔軟な働き方が実現しやすく、女性の就労機会の創出にも

つながることが指摘されている。 

本事業は、政府が決定した「女性デジタル人材育成プラン」に基づき、女性

のデジタル人材を育成し、デジタル分野への就労に直結させることによって、

女性の所得向上につなげ、女性の経済的自立を目指すものである。 

 

５ 業務概要 

  本委託業務において、受託者が実施する業務は以下のとおり 

本委託業務の公募に応募する際の提案資料は、下記の要素を踏まえて作成す

ること。 

 (1) 基本事項 

ア 対象者 

横浜市に在住の女性（令和６年度中に就労が可能な状況にある方） 

イ 定員 

45 人程度を想定しているが、事業の費用対効果を踏まえ、最も効果的

な人数を提案することも可。 

ウ 実施予定時期 

    令和６年４月～令和７年３月 

エ 会場・方式 

 ・オンラインによる在宅研修を基本とし、必要に応じて対面方式にて研

修を実施する。対面方式の場合は、横浜市庁舎周辺エリア（横浜駅～

関内駅、横浜駅～日本大通駅）近辺の会議室などで行うものとするこ
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と。 

・オンライン上での支援を原則とするが、受講者から要望があった場合

は、対面での個別相談にも対応すること。 

 

 (2) 受講者の募集 

   ア 広報 

   ・受講者の募集に当たっては、委託者と協議した上で、ウェブサイトや

ウェブ広告、ＳＮＳを活用した広報やチラシ配付等により、定員を満

たすよう効果的な広報を実施すること。 

・募集広報や受付、参加申込者・受講生との連絡方法として、専用のメ 

ールアドレスを設定すること。 

・受講者の募集受付は、受託者が民間システム等を利用して実施すること。 

  イ 募集説明会 

   ・受講者の募集期間中に、プログラム内容や申込方法について受講希望

者や受講を検討している方向けに説明会を開催すること。 

・説明会開催日については、説明会参加者が受講申込について十分に検

討できるよう、申込締切日まで余裕を持った日付を設定すること。 

ウ 受講者選考 

・受講申込数が募集人数を上回った場合、受講者を決定するために選考

を行うこと。 

・選考に当たっては、事前に委託者と協議して作成した選考基準を基に

選考を行うこと。 

 

(3) 研修プログラムの企画・運営（複数提案可） 

研修プログラムは、受講者が、習得したスキルを活用してデジタル分野で

就労することができる人材へ育成することを前提としたプログラムとする

こと。提案に当たっては、複数のモデル的な育成プランを提案することが可

能。なお、想定されるスキルは以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 ア 受講前 

   ・研修を開始する前に受講者に対しヒアリングを実施し、本人のスキル

や希望に応じたプログラムの内容、研修期間等を設定の上、研修を開

始すること。 

・研修プログラムの受講に必要なパソコン等の情報通信機器を保有して

（想定されるスキル） 

・デジタルマーケティングやeコマース等に取り組むための知識やスキル 

・特定の顧客管理システムを活用したマーケティング、営業、システム管理等

を行う知識やスキル 

・社内の業務改善システムを制作する知識やスキル 

・動画編集やウェブサイト制作に関する知識やスキル 
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いない受講者に対する受講環境の整備支援をすること。 

イ 受講中 

・受講者に金銭的負担が生じないよう、必要なソフトウェアは基本的に

フリーソフトや一定期間無償利用が可能なソフトウェアを用いる等の

配慮を行うこと。 

・受講者が、研修プログラムを十分に理解しているか把握するための進

捗管理や受講上の相談対応等、きめ細かな支援を実施し、知識やスキ

ルの習得支援に努めること。 

・受講者が確実に研修プログラムの受講を完了することができるよう、

受講者とのコミュニケーションツールの確保等、効果的な環境を構築

すること。 

  ウ 受講後 

・習得したデジタルスキルに関する効果測定を実施し、一定水準に達し

た者を受講終了とし、受講者の就労支援を開始すること。 

   ・全てのプログラムの受講を完了した受講者に対し、修了証を発行する

こと。 

修了証の作成に当たっては、委託者と協議して内容を決定すること。 

 

 (4) 実習プログラムの企画・運営 

  ア 実施内容 

受講者が円滑に就職活動を進めることができるよう、市内中小企業等 

で就労体験等を経て本プログラムで習得した知識をブラッシュアップ

し、その後の就職につなげるまでの実習プログラムを実施する。 

実習プログラムの実施に当たり、受講者が就職活動に必要となるコミ

ュニケーションやビジネスマナーなどの基礎的なスキルを習得できるよ

う、伴走支援型のサポート体制を構築すること。 

  イ 連携企業の募集 

実習プログラムの連携企業として、横浜市内中小企業等に対し募集を

行い、実習プログラムの実施が可能となるよう、十分な企業数を確保す

ること。市内企業との連携にあたっては、「よこはまグッドバランス企

業」※にも周知を図るなど工夫すること。企業の募集を行う際は、市の指

示に従い、10（2）に定める基準を満たしていることを確認すること。 

   ※よこはまグッドバランス企業 https://www.city.yokohama.lg.jp/city-

info/seisaku/torikumi/danjo/balance/ninteikigyou.html 

(5) 就労支援の企画・運営 

・受講者が円滑に就業できるために、伴走支援型のサポート体制を構築

し、就労体験等の工夫を行うこと。 

・個々のスキルや希望に応じ、自己分析や履歴書の書き方、キャリアプラ

ンの作成や面接対策に関する助言等、就職活動支援を実施すること。 

・委託期間中に就労につなげることを原則とするが、期間中に就労するこ
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とが難しいと判断した場合は、受講者の希望に応じ、公共の就職支援施

設や民間の人材紹介会社の利用等による求職活動へつなげること。 

 

(6) 業務報告書等の作成 

 ア 月次報告 

・毎月、前月分までの進捗状況を委託者に報告する場を設け、報告を行い、

事業を円滑に遂行しなければならない。なお、業務遂行上、必要がある

ときは、その都度報告し、委託者の求めに応じて報告書又は資料を提出

すること。 

イ 年次報告 

・ウの要素を踏まえ、本事業の効果測定及び分析を行い、業務の改善提

案を含めた事業全体の報告書を作成すること。 

・委託者に、令和７年３月 31 日までに提出すること。 

・様式は任意とするが、委託者が編集可能な様式とすること。また、報

告書用に作成したアンケート結果やグラフ画像も、別途 Excel 等にて

提出すること。 

・報告書は MS-Word(for Windows：再編集できる形式)及び PDF 形式とす 

ること。 

ウ 実施効果の測定・分析等 

    効果測定に当たり、以下の項目を実施すること。 

(ｱ)ＫＰＩの設定 

    ①進路決定者数（正規、非正規、フリーランスでの独立や起業、 

他機関へのつなぎ含む） 

    目標値：全体受講者の６割以上 

   ②受講者の就労環境の変化 

プログラム終了後のアンケート調査において、プログラムを受講す

ることによって、所得や働き方等の自身の就労環境について、「変

化があった」と回答した受講者数 

    目標値：全体受講者の６割以上 

   ③受講者の満足度の変化 

プログラム終了後のアンケート調査において、プログラム内容につ

いて「満足」・「やや満足」と回答した受講者数 

    目標値：全体受講者の６割以上 

(ｲ)アンケート調査 

・プログラム終了後、受講者に対してアンケート調査を実施すること。 

・なお、アンケート調査においてはＫＰＩの測定を行うとともに、その 

他アンケート内容については委託者と協議の上、決定すること。 

(ｳ)追跡調査 

就労・定着状況を把握するために、委託期間内に受講者に対する追跡調

査を実施すること。 
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(ｴ)業務の改善提案 

事業を実施する中で把握した市内企業における需要の高いデジタルに

関する知識やスキルについて直近の現状を調査・分析し、次年度以降

の本業務の実施に向けて、今年度の実施結果を踏まえた改善提案を行

うこと。 

 

６ 成果物 

項目 形式 期日 

(1)月次報告 ・Word/Excel 
各月の第２月曜日 ※祝日の場合は

翌日（令和６年６月～令和７年３月） 

(2)報告書 
・PowerPoint 

・製本 ５部 

令和７年３月 31 日（月） 

(3)アンケート調査 ・PowerPoint 

(4)追跡調査 ・PowerPoint 

(5)業務改選提案 ・PowerPoint 

(6)資料・グラフ等 ・Excel 等 

 

７ 業務実施体制 

 ・受託者は、本業務を効果的に行うため、必要かつ適切な人員配置を行うとと

もに、委託者と常に必要な情報について共有がなされるよう業務体制を整

えること。 

・緊急を要する事案が発生した場合に速やかに対応できるよう、緊急時の管理

体制についても併せて整えること。 

 

８ スケジュール（予定） 

令和６年 

２月 中下旬 プロポーザル募集受付 

３月 25 日 プロポーザル評価委員会 

４月 下旬 契約締結 

５月 
研修スケジュール決定 

受講生募集 

６～12 月 研修プログラム実施 

令和７年 

１月～３月  就労支援 

２月 下旬 報告書（第一校）提出、校正 

３月 29 日 研修報告書確定版提出 

３月 29 日 委託完了届提出 

 

９ 委託料の支払 

委託料は「報告書」及び「委託完了届出書」を提出後、検査終了を経て、適
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法な請求書を受理した日から起算して30日以内に支払うものとする。 

 
10 その他 

（1）実施にあたっての留意点 

ア 当該業務は、横浜市契約規則及び横浜市委託契約約款や「電子計算機

処理等の契約に関する情報取扱特記事項」、「個人情報保護条例」、「個

人情報取扱特記事項」及び「ＷＥＢページ作成基準」等関係法令を遵守

するほか、仕様書に基づき実施すること。 

ただし、横浜市委託契約約款のうち第５条著作権譲渡等１項、２項につ

いては、研修内で利用・使用する資料等には適用せず、研修で使用する

テキスト及びワークシートの等の著作権は作成者に帰属し、公表につ

いては委託者と受託者で協議の上、進める。 

イ 契約締結後速やかに着手し、委託業務の進行については委託者に随時

報告すること。 

ウ 受託者は、常に委託者と密接な連携を図り、本市の意図について熟知

の上、作業に着手し、効率的な進行に努めなければならない。 

エ 本仕様書に明記されていない事項及び業務上生じた疑義については、

委託者と協議して定める。 

(2）連携企業に関する基準 

実習プログラムの連携企業については、次の基準を満たしていること。 

ア 地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当していない者 

イ 銀行取引停止処分を受けていない者 

ウ 横浜市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団等と関係を有しない者 

エ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づき破産手続開始の申立てが

なされた者又は破産手続の開始決定がされている者でないこと 

オ 会社更生法（平成 14 年法律 第 154 号）に基づく再生手続き開始の 

申立、又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き

の申立がなされている者（更生又は再生の手続開始の決定がなされてい

る者で、履行不能に陥る恐れがないと本市が認めた者を除く。）でないこ

と 

カ 最近１年間の法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない者 

キ 宗教活動や政治活動を主たる目的としていない者 

(3）本市以外からの報酬等の受領 

本事業は、本市から受託者へ支払う委託料のみで実施すること。 

本事業に関して、本市以外の者から報酬又は必要な経費等を受け取るこ 

とはできない。 


